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　本稿は1ヨ本の途上国に対する援助のうち，贈与を中心に研究する。日本の援
助は，以下に述べるように，実施機関，使用目的，予算配分などの面で，様々
な分類分けがなされ，それぞれ個別に公開されている。したがって，それらの
データが全て公表されているにもかかわらず，日本の援助全体の姿や本来の役
割が分かりにくくなっている。そのため，本稿の前半では，日本の政府開発援
助（O舐ciaユDeve1qpmentAssista口ce：ODA）のうち贈与支出を，統一した定義
のもとに年次データとして再構築し，日本の援助の歴史的変遷を検証する。後
半では，まず，援助と受入国の経済成長との関係を，理論的に考察し，次に，
日本の贈与支出が途上国の経済成長に与える影響を，この年次データをもとに
推一量する。
　国際協力機構（旧国際協力事業団（Japan工ntemati㎝刻Cooperation　Agency；
JICA））が日本の贈与の大都分を担当しているので，J工CAがこの研究の主な対
象機関となる。『国際協力事業団年報』｛2〕（1998）では，J工CA予算（3）（交付金十
出資金十受託費）と無償資金協力事業費J工CA実施担当額がダラフとして示さ
れてはいるが，ODA予算としての無償資金協力事業費全体のうち，JICA実施
担当額の占める割合までは示されていない。このままでは，無償資金協力事業
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費の全体像を把握することが出来ないので，この論文では，ODA予算全体のう
ち，JICA予算とそれ以外の無償資金協カ事業費の割合が分かるようなグラフ
を作成し、その推移を明らかにしたい。
　『ODA（政府開発援助）の現状と課題jω（1988）によれにODA予算とは，
予算項目として独立したものではなく，各項目に計上されたもののうち苛ODA
事業を実施するために必要な予算を指すものである。ODA予算の財源として
は，山般会計に計上されるものに加え，有償資金協力（円借款）の財源となる
財政投融資，国際開発金融機関への出資・拠出に充てられる出資国債，各省庁
にある特別会計等があり，これらを合わせてODA事業予算と称しており，こ
の事葉予算がODA実施の原資となっている。このため，ODA事業予算を構成
している項冒の具体的な内容は大変複雑になり，各省庁がどの分野で，どれだ
けの規模のODA予算を確保しているのかは，かなり分かりにくくなっている。
また，この資料では，事業団の予算および定員の推移として，事業団予算と無
償資金協力事業費J工CA実施促進担当額が図示されているが，『国際協力事業団
年制の場合と同様に，このグラフだけでは，無償資金協力事業費全体のうち，
JICA担当額がどれだけあるかは分からなへ
　『国際協力事業団25年史』（5〕（1999）でも，ODA予算の推移のグラフはある
が，その内訳は示されていない。ただし，ODA実績の推移のグラブには，その
内訳が示されているが，ドルベースで描かれており，他の資料と比較しにくい。
そのため，本稿では円べ一スのデータに基づき，年次グラフを作成する。この
資料でも，無償資金協力に占めるJ工CA担当額は示されていない。同様に，『我
が国の政府開発援助（上巻）』｛6〕（1988）の中にも無債資金協力事業予算の推移
を示したグラフはあるが，そのグラフではODA予算総額のうち，JユCAの贈与
が占めているのか分からない。
　以上のように，ODA予算と贈与額は各機関や各資料によって分類方法が異
なっており，また，JICAの行う贈与全体について詳しく記述している資料もな
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い。したがって，本稿の目的の一つは，はっきりとした基準に基づいて，これ
らのデータを整理することである。また，今まで解説した資料に使われている
データは時系列であるにもかかわらず，インフレが考慮されていないので，本
稿ではインフレ処理したデータを使用することにする。
　本稿の後半では，日本の援助の目的別支出と受入国の経済成長との関係に注
目する。此ung（1995）は，その有名な論文（The　Tyramy　ofNumbers）の申
で，各国の経済統計データによる分析では，東アジア諾国の1970年代終わりか
ら90年代初めまでの未曾有の高い経済成長は，いわゆる技術革新からでなく，
生産要素の規模的な拡大によるものであったと積論づけている。また，その先
行する論文（地ung1994）において，Summers＆Hest㎝とOECDのデータに
よる分析では，それらの地域の経済は内生的ではなく，新古典派的に成長した
可能性があるとも述べている。これらの経済では，産業構造が第一次から，第
二・三次に移行するのに伴って，相対的に労働参加率が高まり，同時に必要か
つ巨額な資本投資が行われたのである。つまり，これらの地域は，何らかの形
で考えられないほど巨大な資本蓄積を実現したと考えられる。
　どの経済も資本蓄積を可能にするためには，2つの方法（国内における貯蓄
と海外からの資本流入）しかない。開発途上で低所得の聞は，国内貯蓄の額も
低く，その蓄積のみによる経済成長はほとんど不可能なので、何らかの外部か
らの資金が必要不可欠となる。外部の資本は，直接投資などの民間資本と援助
などの公的資本に分けられる。東アジア諾国が急成長していたとき，それらの
地域に対する日本からのODAを中心とする公的資金の流れは巨額であった。
したがって，施u㎎（1995）の議論に従うと，日本の援助がそれらの地域の経済
成長に与えた影響は極めて高かったと推測せざるを得ない。
　一方，Cassen（！994）によると，海外援助の途上国の経済成長に対する効果
は良いとも悪いとも言えないという結論で，闇発経済学の分野では，ODA支出
一般に対して懐疑的な意見が多いのも事実である。さらに，国際村会では，口
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本の経済協カ支出に関して，ODAの貸付金比率が高いこと（低い贈与率）や，
教育や衛生などの塞本的な人間の欲求（BasicHumanNeeds1朗N）の分野に対
する額が低いこと（高い生産施設や資本インフラヘの支出）が，受入国のため
になっていないと批判されてきた、しかしながら，日本の援助が集中している
アジアでは，逆に，このような日本の資金配分が，実は成長に必要な生産要素
を効率的に高め，受入国の経済成長迂7〕に大きく寿与したかもしれないのであ
る。
　本稿の後半において，上の議論に対して何らかの答えを出せるような理論モ
デルを考察し，前半で構築された年次データをもとに，日本の贈与支出が受入
国の経済成長に与える影響を推察する。新古典派成長モデルに基づいて、小国
閉鎖経済に対する援助を含む外部的な財の移転が，生産関数のどの部分圭ある
いはどの生産要素に影響を与えるかに注目する。特に，援助の支出分野によっ
ては，どちらかというとフローでなくて，ストックが重要となる。食料援助や
災書対策のための緊急援助などは，送ったその隼の労働量に影響を与えると考
えられる一方，資本やインフラに対する援助や，教育や衛生に対する援助は，
長期間にわたる蓄積がその国の生産レベルに多大な影響を及ほすと思われる。
したがって，ODAの年次データを生産関数に従って再分類し，受入国の成長へ
の役割を考察する。その場合，当然プローばかりでなく，項目によっては，各
年を足し合わせたストックの額にも注視する。
　これから先の構成は以下の通りである。2章では，様々なソースから贈与支
出の年次データを構築し，グラフをもとに検討する。3章では，援助を取り扱
えるような経済成長モデルを模索し苧年次データを使って日本の援助と受入国
の経済成長との関係を考察する。4章は結論として，何らかの政策的提言と将
来の研究課題などを示す。
504
日苓の贈与データの基礎的考察 ！87
2，日本」の0DAとJICA
2－！。目本のODA予算とJICA予算
　本稿は『ODA（政府開発援助）の現状と課題』，『国際協カ事業団年報』（1980－
1998），『国際協力事業団25年史」をデータソースとし，それらの予算デ←タを
インフレ処理した上で，年次データを作成する。その際，『国民経済計算年報
（平成11年版）』（1999）のインプリシット・デフレーターを用いてインフレ処理
を行う。
　『国際協力事業団年報』（！998）によれば，ODAはその形態から，！．二国間
贈与，2，二国間政府貸付等，3，国際機関への出資・拠串（多国聞援助）の
3つに区分される。このうち，二因間贈与は，開発途上国に技術移転を行うも
の（技術協カ）と資金を供与するが返済の義務を課さないもの（無償資金協カ）
とに分けられる。
　JICAは，わが因政府べ一スの技術協力の約5割，無償資金協力の約7割の実
施促進業務を担当しており，その予算は外務省の所管となっている。このよう
に，JICAはODAのうち贈与に関して重要な役割を果たしている。そのため。
この章では茗まずODAの全体像を示した後，ODAのうち無償資金協力J工CA
ま旦当額とJICAの技術協力事業費に注目し，後に，それぞれのJICA予算項目に
ついて詳しく解説する。
　図ユはODA事業予算の推移を示した図であり，データの長さは1978年から
1997までである。先に述べたように，ODA事業予算は技術協力，無償資金協
力，借款，国際機関への出資・拠出という4つの項目で構成されている。この
図から，技術協力と無償資金協力は安定的に拡大していること，そして，借款
と国際機関への出資・拠出は不安定であり，年によって増減していることが分
かる。技術協力と無償資金協カを比べると毒！978年から！987年までは無償資金
協カの方が大きかったが，1988年以降は技術協力の方が大きくなっている。
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1978年と1997年の額を比較すると，技術協力は5，6倍に，そして無償資金協力は
3，6倍に拡大している。借款の額が最大だったのは工991年の7，588億円で，逆に最
小だったのは1978年の4，406億円である。さらに，国際機関への出資が最大だっ
たのは，1984年の4，909億円で，最小だったのはユ996年の1，6ユ4億円である。
　図2はODA事業予算の割合の推移を示した図であり，データの長さは1978
隼から！997までである。技術協力、無債資金協カサ借款，国際機関への出資・
拠出の4つのうち，最も大きな割合を占めているのは借款であり亨期間中38％
から54％を占めている。次．に大きいのは，国際機関への出資。拠出である。し
かし，期間の後半では，披術協力と無償資金協力の割合が拡大してきたため，
1991年，1996年，1997年においては，技術協力と無償資金協力の割合が国際機
関への出資・拠出を上回っている。工984年には，技術協力と無償資金協力は額
表示（図1）では増加しているが，それぞれの割合（図2）は減少している。
これは，他の年に比べて，国際機関への出資・拠出の割合が突出しているため
である。
　ODA予算のうち贈与に占めるJICAの役割をはっきりさせるため，図1と図
2のデータ、『ODA（政府開発援助）の現状と課題』に記載されている無償資
金協力JICA担当額データ，『国際協力事業団年報』（1980－1998）と『国際協力
事業団25年史』のJICA予算データを組み合わせて，薪しい分類分けを定義す
る。特に，ODA事業予算のうち。二国間贈与を構成する無償資金協力事業費と
技術協力事業費に注視し，JICAが行う贈与の規模が分かるような定義を考え
る。
　無償賓金協力事業費全体（図1）から無償資金協力JICA担当額を差し引い
た額が，JICA以外の省庁が担当する無償資金事業費となる。この値をJICA担
当額以外の無償資金協力事業費と定める。また，JICA予算の大部分は技術協力
に使用されるので，技術協力事業費全体（図工）からJICAの贈与予算（交付
金十出資金：「2－2，JICAの貝曽与予算の推移」で詳しく説明する）を差し引
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いたものは，JICA以外の省庁が行う技術協力であると考えられる。この値を
J工CA予算以外の技術事業費と定める。つまり，以下の式のように表される。
ODA貝曽与予算＝無償資金協力事業費十技術協力事業費
無償資金協力事業費＝
無償資金協力皿CA担当額十JICA担当額以外の無償資金協力
技術協力事業費＝J工CA贈与予算十JICA予算以外の技術協力事業費
JICA贈与予算総額＝無償資金協カJICA担当額十JICA贈与予算
　このような関係をグラフにしたものが図3と図4であり，データの長さは
ユ978年から1997までである。図3によると，JICA贈与予算（交付金十受託金）
は安定的に拡大してきたことが分かる。例えば，1978年に565億円であった
JICA賭与予算が！997年には！，797億円となり，20年間で約ユ2倍の規模に拡大し
たことになる。ただし，近年はJICA以外の省庁が行う技術協カの規模が拡大一
してきて，1995年にはJICAの賭与予算を上回るようになった。
　無償資金JICA担当額は，1986年までは順調に拡大してきたが，ユ987年に初
のマイナス成長を記録した。その後，ユ990年以降は増加傾向にあり，ユ997年に
は過去最大の規模になった。例えば，！978年に270億円だったが，！997年には
！，724億円になり，20年間で約6．4にも拡大した。1980年まではJ工CA以外の省
庁が行う無償資金協カ事業費の方が大きかったが，1981年以降は無償資金
∫工CA担当額の方がヒ回るようになり，無償資金協加こおけるJ工CAの役割が重
要になってきたことが分かる。
　JICA贈与予算総額に関しては、J工CA贈与予算と無償資金協力∬CA担当額
の合計額を考える。JICAが担当する麟与の総額は，！978年の時点で835億円で
あったが，！997年には3，52ユ億円となっている。つまり、JICA贈与予算総額は
20年聞で約4，2倍に拡大した計算となる。
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　図4から享ODA賭与に占める無償資金協力と技術協力の割合を比較すると，
工987年までは無償資金協力が50％以上を占めていたが，1988年以降は技術協力
が50％以上を占めるようになった。このことから，技術協力の方が重視される
傾向にあることが分かる。技術協カに関しては1978年にODA贈与予算全体の
約40％を占めていたJICAの賭与予算が年々減少し，30％を下回るようにな
り，それに反比例して，JICA以外の省庁が行う技術協力の割合が拡大してきた
ことが分かる。その緒果，ユ978隼には，ODA賭与予算全体の7．1％に過ぎな
かづたJ工CA予算以外の技術協力事業費が，1997隼には30，2％を占めるように
なづた。一方，J工CA贈与予算はユ985年以降，約28～29％の割合で推移してい
て，非常に安定的であづた。
　無債資金協力に関しては，無償資金JICA担当鎮のODA贈与に占める割合
は，1978隼以降増加傾向にあったがづ1986年にピークを迎え，その後，減少傾
向にある。例えば，1978年に，i9％であった無償資金協力JICA担当額の劃含
は，1986年に43．2％で最大となり，1997年には26－6％にまで縮小している。
　図5は，J工CAが行う贈与予算総額の成長率を示したものである。これによる
と，成長率が低下傾向にあることは明らかである。1987年と1989年に室って
は，マイナス成長となっている。伸び率は衰えてはいるが，1990年以降5％程
度を保っているので，JICA贈与予算総額自体は増加傾向にあるといえる。
2－2，JICA予算の捷移
　図6はJICA予算額の年次変化を示したグラフであり，データの長さは1974
年から1997隼までの24年である。JICA予算総額（交付金十出資金十受託費）
は，1974年から1997年まで，期間を通じて逓増している。総額約450億円であづ
た1974年と総額約ユ，800億円で最大となった1997年を比較すると。約4．ユ倍まで
規模が拡大したことが分かる。
　項目別にみると，交付金額は1974年から1997年まで逓増しており，受託費額
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は1996年まで逓増している。ユ974年に約33億円だった受託費は，1996年には約
ユ04億円にまで増加したが，！997年に初めて縮小した。出資金は年によって変
化が激しく，不安定であった。出資金の規模が最大だったのは1975年で約122億
円，最小だったのは1989年で25億円であった。
　図7は図6をパーセント表示に直したもので，図6と同様に交付金，出資金，
受託費の割合の内訳が示されている。このグラフの特徴としては，国際協力事
業団交付金の割合が徐々に増え，その一方で，国際協力事業団出資金の割含が
縮小していったことが挙げられる。さらに，1976年から1998年を通して，交付
金の割合がJICA予算の大部分を占めていることが分か私交付金の剤合は設
立時の1974年では全体の74％であったが，増減を繰り返しながら，1988年には
全体の90％以上を占めるようになった。そして，！997年には交付金の割合が期
間申最大になり，その割含は全体の93％であった
　これに対し，出資金の割含は設立当初の！974年では金体の18％，ユ975年では
22％を占めていたが，その後，相対的に縮小していった。1978年に前年度比！！2
以下の6％，！988年にも前年度比！／2以下の2％と締小しながら，1988年から一
1997年の問は2～3％を雅移している。つまり，設立当初の約1／10になったこ
とになる。国際協力事業団受託費については，1976年から1997年を通して5～
8％の割合で推移していて，相対的にはほぼ一定である。
　図6では，『国際協力事業団年報』のなかで提示されている予算の項目分けに
したがってグラフを作成したが，ここで少し見方を変え，新たにJICA予算を
定義し直すことにする、これは，JTcA予算のうち，どの部分が贈与であり，ど
の部分がそうでないかをはっきりさせるためである。つまり，交付金は贈与で
あるが，出資金は融資であるから贈与とはいえない。受託費は事実上J工CAの
交付金とみなすことができるので，交付金とこの受託費を統合してJICAの贈
与予算と定める。つまり呈以下の式のように表される。
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J工CAの贈与予算＝国際協力事業団交付金十国際協力事業団受託費
　このようにして，交付金と受託費の合計額をもとにJICA予算をグラフにし
たものが。図8と図9である。’期間の長さは1974年から1997年までである。図
8は先に定義したJICA贈与予算と出資金の推移をグラフにしたものであり，
各年でばらつきが目立つ。1974年から1997年までJICA予算は逓増し，それに
伴い，JICA贈与予算の額も逓増している。にもかかわらず，前節で述べたとお
り、出資金の額は年によって増減していて，かなり不安定である。
　図9は，図8をパーセント表示に直したグラフである。これによると，JICA
贈与予算がJ工CA予算のほとんどを占めていて，出資金はごく一部であること
が分かる。JICA贈与予算は初め全体の約80％程度だったが，徐々に割含が拡大
し，ユ988年には全体の98％を占めるようになった。そして，過去10年間は，全
体の約97～98％と安定的である。
2－3．交付金，出資金，受託費の細項目
　次に，交付金，出資金，受託費について，ぞれぞれの内訳がどのようになっ
ているかを個別に見てみることにする。図10は，交付金の内訳の推移をグラフ
にしたものである。データの長さは1975年から1997年までの23年である。交付
金は，1．海外技術協力事業費，2．海外移住事業費，3．管理費の3つで構
成されている。海外技術協力事業費とは，JICAが行う技術協力の大半を担う予
算項目である。海外移住事業費とは，日本から海外へ移住する人々を支援する
ためのものであったが，日本の生活水準の向トや社会惰勢の変化による移住者
の減少に伴い，現在では廃止されている。管理費については，どの資料にもそ
の内容が詳しく説明されていないが，おそらく大半は人件費であると推測され
る。
　海外協力事業費はユ975年から徐々に増大し，1997年まで逓増している。その
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緒果，ユ997年には1975年の約53倍になった。海外移住事業費は増減を繰り返し
ながら，1993年まで増加傾向にあり，その後，！996年から大きく削減されてい
る。管理費は，唯一1980年に減少したのを除き，1975年からユ997年まで増加を
続」けている。
　図工1は交付金の割合を示したグラフである。管理費の割合は減少傾向にあ
り，1989年に最も減少したが，その後，少しだけ持ち直している。海外技術協
力事業費の割合は，ユ975年に69．8％であったが，年々増加し1988年には84％台
まで増え，その後は84～85％に落ち着いている。それに対し，海外移住事業費
の割合は，設立当初から徐々に減少してきた。1975年には4．6％であったが，そ
れ以降滅少し続け，1995年から1996年にかけてユ．6％から0，5％へと大幅に減少
し，1997年には0，5％を切るまでになった。
　図ユ2は，出資金額の推移をグラフにしたものである。出資金は1、開発投融
資出資金，2．移住事業畠資金，3．施設取得等出資金の3つで構成されてい
る。開発投融資出資金とは，開発協力事業に対して長期・低利の資金供給を行
うための資金である。つまり，『国際協力事業団25年史』によれば，この資金は
日本の民間企業が開発途上地域において，社会開発および農林業ならびに鉱工
業の開発に協力する際，日本輸出人銀行や海外経済協力基金からの資金提供が
受けられそうにないような採算性の低いプロジェクトヘの融資に使われる。海
外移住鉤資金は，先に述べた海外移住事業のための資金のうち，融資の性格を
持つものである。
　設立当初の3年間（！975年からユ977年）は，出資金の総額の規模は比較的大
きく，特にユ975年にはユ20億、円を超えていた。！978年には，前年度の1！2以下に
規模が縮小され，40億円を下回った。それからは，徐考に出資金の総額は増加
して、ユ982年には57億円を超えた。その後，！988年から移住事業出資金がなく
なり星総額で25億円を下回るようになり，！989年には期閲申最小規模となっ
た。その後，出資金額自体は増えていったが、開発投融資出資金は減りつづけ
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て，ユ994年から開発投融資が項目から消え，施設取得等出資金のみとなった。
施設取得等出資金は！995年の50億円弱まで増加した後，1996年以降再び減少に
転じて，工998年には約35億円となった。
　図！3は，出資金の割合のグラフである。ごのグラフの変化は，大きく4つの
期間に分けることができる。1975年から1977年の間は開発投融資の割合が最も
大きく，移住事業出資金，施設取得等出資金の煩となっている。1978年から
1987年の間は，施設取得等出資金の割合が最も大きく，移住事業出資金，開発
投融資出資金の1呵頁となり，1975年から1977年の間と順序が逆転している。ただ
し1987年だけは，施設取得等出資金，開発投融資出資金，移住事葉出資金の順
となっている。1988年から移住事業出資金がなくなり，1988年から1993年の間
は施設取得等出資金の割合が90％以上を占め，次いで開発投融資出資金の順と
なっている。そして，1994年以降は開発投融資出資金もなくなり，施設取得等
出資金が100％を占めるようになり，1997年に至っている。
　図14は，受託費の推移のグラフである。データの長さは1976年から1997年だ
が，1975年の分がない。受託費を構成しているのは，ユ．通商産業省からの海
外開発計画調査費と2．東南アジア漁業開発センター費の2つである。海外開
発計画調査費は，前述の海外技術協カ事業費の細項目である開発調査費（「2－
4．JICA予算の更なる細項目」で詳しく説明する）と同様の業務内容であると
考えられる。これらの事業は，開発途上地域に調査団を派遣し、開発計画の推
進に必要な報告書を作成することである・
　受託費の総額は，1976年の約39億円から工996年の約104億円まで逓増し，約
2．6倍の規模まで拡大した。そして，1997年には減少し，約98億円になった。東
南アジア漁業開発センター費は，ユ976年，1977年，！978年，1980年には1億円
前後の規模であったが，1979年では約4．1億円，1981年では約2．3億円であった。
しかし，1982年以降は東南アジア漁業開発センター費がなくなり，通産省から
の海外開発計画調査事業費だけとなった。
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　図15…ま，受託費の割合のグラフである。1976年からエ981年までの東南アジア
漁業開発センタ←賛の割合はユ979年を除き5％未満で，ユ979年が7、％となって
いる。いずれにせよ，海外開発計画調査事業費が90％以上を占めていることに
なる。1982年以降は！997年まで，海外開発討圃調査事業費が受託費全体の
100％を占めている。
2－4，J工CA予算の更なる細項目
　図16と図17は，今まで扱ってきたJICA予算のより細かい項目をグラフ化し
たものである。具体的には，交付金の中の海外技術協力事業費を構成している
項目，すなわち，技術研修員受入事業費，青年招耳碧事業費，技術協力專門家派
遣事業費三技術協力機材供与事業費，社会開発協力費（8〕，保険医療協カ事業費三
人口・家族討圃協力事業費，農林・水産業協力事業費，産業開発協力事業費，
青年海外協力隊派遺事業費，技術協力専門家等福利厚生費，技術協力専門家養
成確保費，開発調査事業費，開発協カ事業費，無償資金協力事業費，災害援助
等協力事業費，援助効率促進費のデータをもとに，グラフを作成した。
　技術研修員受入事業とは，開発途上国の技術者や行政官などを技術習得のた
めに日本に受け入れる制度で，その研修分野は稲栽培技術から原子カに至るま
で多種多様である。青年招贈事業は，開発途上国で将来の国造りの担い手とな
る青年を，専門分野別にユケ月聞目本に鋼くもので，技術協カ専門家派遣事業
は，闘発途上国からの要請に基づき専門家を派遺し呈相手国の実情に適した技
術や知識を伝え，人造りに貢献することを目的としている。技術協カ機材供与
は、機材供与事業の中でも，特に個別専門家や帰国研修員の活動の支援を主眼
としている。社会開発協力では，連踏交運，港湾，海運，住宅，電気通信など
のインフラ関連，職業訓練，労働安全衛生呈環境垂防災，教育，’貧困に関する
人材の育成を行っている。
　保険医療協力では，開発途上同の医療従事者の育成や，医療に関する制度の
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改善や技術の向上に取り組んでいる。人口・家族計画では，従来の家族計画，
母子保健などの活動に加え，女性の生涯にわたる健康対策や社会参加などの要
素を含めたプロジェクトを展開している。農林水産業協力では，開発途上地域
に適した農林水産技術の開発，農業普及員などの訓練，大学や試験場での研究，
森林・水産資源の保全と適切な利用による食糧の増産，農民の所得や生活水準
の向上とこれに関連した地域格差の是正，資源の有効利用，環境保全などを
行つているo
　産業開発協力は，開発途上国の申小企業の振興から，将来の経済発展を担う
墓幹的産業の育成・強化の支援まで，広い分野での協力を行っている。關発調
査事業と開発協力事業は，日本の民問企業が開発途上国などで行う開発事業の
うち，社会の開発，農林業や鉱工業の開発に貢献する事業について，公共性，
技術的・経済的リスク，収益性などを考慮し，その上で事業実施に必要な資金
を長期低利の条件で融資したり，技術指導や各種調査を通して，事業の円滑な
実施を支援するものである。
　無償資金協力事業は，一般無償資金協力，水産無償，文化無償，緊急無償，
食糧援助，食糧増産援助の6つに大別され，このうちJICAは一般無償資金協
力の中の一般プロジェクト無償，水産無償，食糧援助，食糧増産援助の実施に
関する業務を担当している。災害援助協力事業は，開発途上国を中心とした海
外の地域で大規模な災害が発生した場合に，被災国政府や国際機関からの要請
に基づき，国際緊急援助隊（JaPanDisaster　Re1iefTeam：JDR）の派遣，機材や
物資の供与などの緊急援助活動を行うものである。
　図ユ6と図17のグラフにおいて，データの長さは1975年から1997年までの23年
間である。よって，1998年からの新たな項目（ブォ1ゴーアップ事業費）は含ま
れていない。また，！98！年に1度だけ支出された技術協力事業調整費は，その
惟質上ラ援助効率促進費に近いものと判断し，！981年の援助効率促進費として
使用した。
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　今まで述べてきた項目の予算額の年次変化を示しているのが図！6である。全
体的にみる．と，JICA予算の規模拡大に伴い，どの項目も拡大傾向にあるといえ
る。ただし，厳密には，かなり変化が見られる。例えば，1975年の時点で項目
として存在せず，途中から新たに加わった予算が幾つかある。青年招聰事業費
は1984年から項目に加わり宝1997年までの13年問で約2．2倍の規模になってい
る。人口・家族計画協力事業費は1980年から加わり，1997年までの17年問で約
2．8倍になっている。無償資金協力事業費はユ978年から加わり，1997年までの19
年間で約522倍にまで拡大している。ただし，この無償資金協力事業費の額は，
図3にある組償資金協力事業費JICA担当額に比べると微々たるものである。
　災害援助等協力事業費はユ986年に項目に加わったが，1997年までの11年間で
約！．2借であり，ほとんど増加していない。援助効率促進費は1988年に加わ？た
が，煎に述べた違り！98ユ年だけは，技術協カ事業調整費として支出されている
ようである。この援助効率促進費はユ988年からユ997年までの9年聞で約3．1の規
模に拡大した。ちなみに，この図からも管理費の額が他の項目に比べ大きいこ
とが分かる。
　図！7は，図16をパHセントで表したグラフである。概観すると，期間の前半
はかなり変化が見られるが，後半は細かな変化があるものの，比較的安定して
いる。特に！988年以降は，海外移住費が減少傾向にある以外は呈どの項目も安
定している。J工CA内部の部署問予算獲得競争により配分憤習ができてしまっ
ているためか，あるいは、受入国にとって効率的な配分が実際に実現された緕
果なのか，はっきりしない。
　厳密にみると，！975年からユ977年までの3年問は，闘発投融資出資金の割含
が大きかったことが分かる。一方、開発調査事業費は、ユ975年から！977年まで
の3年間は，＆7％，10，ユ％，ユ2，5％であり毒それ以降ユ4～16％であるのに比べ
ると，割合が小さくなってる。このことからも、設立当初は配分割合が非常に
不安定であったことが分かる。また呈技術研修員受入事業費壷開発調査事業費，
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管理費の3つの割合が大きいことも特徴といえる。1975年から1997年までの割
合を平均すると，技術研修員受入事業費が12％，開発調査事業費が14％，管理
費が14．3％であり，一見受入国のために直接使われない管理費の割合が一番大
きくなっている。
3、援助と経済成長
3－1七モデル
　受入国を小国閉鎖経済として，1生産財（γ）の新古典派成髪モデルを考え
る。生産活動はメタ生産関数（meta－productionfmction）によって表され，資
本（K）と労働（ム）の2つの生産要素をもつとする。メタ生産関数はHayami
and　Rutt加（！970）によって考え出され，最机農業経済の分析に用いられた。
後に，Lau　and　hopouios（1989）のように，マクロ経済の分析にも応用され
るようになった。メタ生産関数（Fo）は，全ての経済によって共有されてい
る唯一の標準的な生産関数と定義され，ある時期（ま）における，ある経済の
総生産は次のように表される。
γ‡（丘）＝F（K‡（ま），び（チ））
　添字（‡）はそれぞれの変数の有効同等量（e描CieCy－equiVa1ent　quantity）を
表し，各経済の生産レベルや生産要素の量的比較が可能となる。しかしながら、
宥効同等量は直接見ることができないので，Kim　and　Lau（1994）に従い，付
加要素（λ、，6＝γ瓦Z）を使って，各変数を実際に計測した量（血easuredquan－
tity）によって表すと，
γホ（f）＝ん（f）γ（f）
Kホ（τ）＝ル（τ）K（工）
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び（ま）＝ん（ヱ）五（オ）
　となる。付加要素はそれぞれ時間変化し，経済によりて異なると考えられる。
その理由は，地理的，気侯的，技術的などの様々な差違が存在するためである。
すると，総・生産は，
γ（よ）＝ん（ま）一1Fωκ（ヱ）K（ま）、ん（オ）五（ま））
　となる。生産財に対する付加要素の逆数（々（ま）1ユ）は，生産活動全般に関す
る技術水準を示すソロー変数と見なすこともできる。You㎎（1995）で明らか
にされたように，急成長したアジアの国々でさえ，ソロー変数は一定だったの
で，本稿では，この変数は全ての受入国にとって一定であるとする。さらに，
本」稿の年次一データは日奉から受入国全体に拠出した合計額を示しているので，
事実上，受入国は一つとなり，この変数はノーマライズされて1となる。する
と，受人国全体の総生」産は，
y（f）；Fほκ（f）K（ま），ん（τ）五（ま））
　となる。K（¢）と五（オ）は受人国全体の資本量と労働量となるが，々（ま）K（ま）
とん（左）ム（ま）は，生産活動のために実際稼働している資本と労働ということに
なる。つまり，4パま）は資本形成に関する技循水準を表す変数と見なすことか
でき，4エ（ま）についても同じことが言える。ここで，データ分析のための単純化
として，生産要素に関して一次同次のロブ・ダグラス型生産関数を考え，（白
然）対数型」で表すと早
伽y（ま）；鋤泌吸（ま）十α垂泌（ま）十（1一α）1触ム（ξ）十（ユーα）伽ム（¢），O〈αく！
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　となる。時間の単位が極めて小さいと（つまり，微分可能性を）仮定し，あ
る時点の受入国全体の経済成長を考えると，
（6州／捌／州＝α（ル（1）／鋤／ん（1）十α（必（f）〃1）ノ舳）十
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　のように表きれる。すると箏経済成長の要因は以下の4つ（資本形成に関す
る技術進歩，資本量自体の増加，労働に関する技術進歩，労働量白体の増加）
に集約される。したがって，援助は上の4つの経路で経済成長に寄与するもの
と考えられる。つまり，その支出分野によって，資本／労働量に効くものか。
あるいは，資本／労働技術に効くものなのか，推測できるかもしれないのであ
る（9〕。
　ただし，労働に関しては，例えば，食料援助や緊急災害支援などは送ったそ
の年に全て消費されると考えられ，そのフローが労働量自体に直接影響すると
予測される。しかし，一一方，資本に関しては生産設備の援助のように何年もか
かって建設され，何年にもわたって使用きれるような場合，そのフローばかり
でなくストックが重要となる。また，ダムや道路などの資本インブラヘの援助
は。資本技術に大きく寄与すると考えられるが，その成長への効果はフローと
ストックの観点からも評価するのが難しい。同様に，教育への援助は労働技術
に大きく貢献するばずだが，その評価は容易でない。
3－2．贈与の分野別支出と受入国の成長
　本稿の前半で作成された贈与㈹の分野別支出の年次データを，上の議論に基
づき，再分類する。図3で明らかなように，日本の贈与支出はJICAが担当して
いる技術協力および無償資金援助とその他の機関が担当しているものがある。
JICA担当分については，その分野別支出が細かく長期間に渡って公表されて
　5ユ8
　　　　　　　　　　　　口本の鱒与データの墓礎的考察　　　　　　　　　　　　20ユ
いる。一方，その他の機関による贈与は，その中身が明らかにされていなかり
た。1999年に『我が国の政府開発援助の実施状況（ユ998年度）に関する年次報
告』が発行されて初めて，担当する省庁とその内容が比較的詳しく公開ωされ
るようになった。当然，その他の機関からの贈与に対する年次データを作成で
きないので，本稿ではJICAの貝曽与支出の受入国の成長に対する影響を考える。
　それでは，図16で示されているJICAの分野別贈与支出を，成長の4要因を
表す式に基づいて見てみることにする。以下の5つ（海外開発計画調査費，東
南アジア漁業開発センター費，農林・水産業協カ事業費，産業開発協カ事業費，
開発調査事業費，開発協力事業費）は資本形成に関する技術促進，つまり，ル
の単加に寄与していると思われるので，その合討額を「資本技術援助」と呼ぶ
ことにする。技術協カ機材供与事業費は資本量（K）増加に直接影響すると思
われるので，「資本援助Jと呼ぶ・
　同じように，以下の6つ（技術研修員受人事業費，青年招璃事業費，技術協
力専門家派遣事業費，社会開発協力費，青年海外協カ隊派遣事業費，無貸資金
協力率業費）は茱んの増加に寄与していると思われるので，その含詐額を「労
働技術援助」と呼び，以下の3つ（保健医療協力事業費，人口・家族計画協力
事業費享災害援助等協力事業費）は，所得の増加を通じて労働量（五）に影響
しているので，その合計額を「所得援助」と呼ぶ。以下の4つ（技術協力専門
家等福利厚生費，技術協力専門家養成確保費，援助効率促進費）は受人国の成
長に対する劾果が薄いと思われるので，本稿では無視することにする。
　図18は4つの援助（資本技術援助，資本援助，労働技術援助，所得援助）額
の呈そして，図！9はそのパーセンテージの年次変化を表している。額をみると，
各援助は最後の2・3年を除いて増加傾向にあった。ただし，その割合をみる
と，ほぼ一定になっている。労働技術援助が最大で約50％を占め，次に資本技
術援助が2番面で40％強呈所得援助（約8％）、資本援助（約2％）の順となる。
日本のODA支削こ対してよく言われていたように、基本的歓求を溝たすため
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の援助（所得援助）が相対的に少ないように恩える。しかしながら，経済成長
の観点からは，労働形成に関する援助（労働技術援助と所得援助）の方が，資
本形成に関するもの（資本技術援助と資本援助）より大きいことが分かり，一
J工CAの贈与に眼っては，労働カ，つまり，人に重きを置いているといえる。
　図20は3つの援助（資本技術援助，資本援助，労働技術援助）のストックの，
そして，図2ユはそのパーセンテージの年次変化を表している。高瀬（！999）は
日本からの経済協力融資の割引現在価値が，受入国の生産稼動資本の一部を構
成していることを簡単なモデルを用いて示しており，本稿ではそれを応用し
て，各援助のストック額を割引率10％の割引現在価値として計算している。全
体の約半分以上が労働技術援助ストックで，その割合は少しつづながら年々増
加しており，一方，資本援助ストックと資本技術援助ストックを合計しても，
40％ほどしかない。やはり，前のフロー分析同様に，そのストックを見ても人
的資本に対する影響が大きいといえる。
　もちろん，資本インフラ援助（ダムプロジェクトなど）や直接投資を考えれ
ば明らかなように，外部からの財の移転は，贈与以外にも低利子融資や援助以
外の公的資金、そして，民聞の資金まで含まれ，受入国の成長に対する影響は
多様かつ巨大である。さらに，人口問題など途上国特有の問題もあり，日本か
ら受入国への贈与の影響を限定するのは非常に難しい。また，生産要素の増加
過程を完全にモデル化していないので，国内で蓄積された生産要素（国内貯蓄
など）と外部から移転されてきたものをどう統合するかといった問題に直接答
えを出すには至っていない。
4．結論
　本稿は日本の援助のうち，特に贈与の分野別支出に注目し，受入国の成長に
対する影響を考察した。前半では，日本のODA全体から贈与へ，そして，技
術協力援助と無償資金援助へと定義を狭め，その年次データ（実質価格）の
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額・パーセント変化を観察した。日本の贈与に関しては，JICAが有名であり，
事実，1970年代前半はJICAのみが担当して苓たが、1970年代後半からは他省
庁も担当するようになり，現狂では技術協力・無償資金援助のどちらも約半分
がJICA担当となっている。JユCAの支出については比較的細かい分野別圭出が
公開されてきたが，そのうち，管理費については，ほとんど内容が公開されて
いない。おそらく，JICAの人件費がほとんどを占め，受入国のために直接供与
される支出ではないと推測される。この費用は，JICA予算全体が頭打ちになっ
てきているにもかかわらず，増え続」けている。
　後半では，新古典派マクロ成長理論の観点から，援助の受入国への影響を分
析できるモデルを考察した。生産活動は資本と労働の2つの生産要素をもつメ
タ生産関数で表され，コブ・ダグラスの単純化の後に，経済成長の4要因一（資
本・労働技術の進歩と資本・労働量の増加）が明示された。そして，J工CAの分
野別贈与の年次データを4つの要因別に，資本技術援助，資本援助，労働技術
援助，所得援助として再分類し，その年次変化を分析した。JICAの贈与に隈っ
ていえば享］般的な日本のODAに対する評判とは異なり，人に対する援助（労
働技術援助と所得援助）の方が，資本に対する援助より大きいζとが分かった。
当然，技術レベルや資本量はフローばかりでなくストックも重要となることか
ら，その割引現在価値を計算し，年次変化を観察すると，フローの分析と同様
に，人に対する援助のストックが資本；こ対する援助のストックより大きいこと
が．分かった。
　このように，本稿の前半では，様々な定義で表され，かつ，多くの機関によっ
て公開されている煩雑な贈与支出データを，その支出分野の内容を明らかにし
ながら分かりやすい形で整理できたように思われる。後半では，援助と成長と
の関係を理論的に追求したが，残念ながらモデル的解決までは至っでおらず，
どのデータ分析も各受入国の経済成長に対する影響までは進んでいない・しか
し，日本の贈与支出の正しい姿を示し，かつ，その支鎚を成長論的な観点から
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分析したのは新しい貢献かもしれない。
　将来的には，まず，援助は海外で使われるので，実質円支出でなく実質ドル
ベース支出の分析を行うべきである。その後ゴ小国開放経済として，日本の
ODA予算全体（円借款を含む）と経済協カ支出全体（その他の公的資金を含
む），そして，民間資金（直接投資を含む）までを対象とする分析を進めるべ
きであろう。同時に，地域別，あるいは，受入国別援助支出と経済成長との関
係を実際の成長データを使って分析することも将来の課題としたい。
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注（／〕本稿は先のディスカッシ目ンペーパー（商瀬・南津2000）をもとに，内容を大幅に改訂した
　　ものである。
　12〕この白書は，JICAがその箏業の現状と事業内容の紹介のために発行している年次報告書であ
　　る。本編とは別に，資料編も毎年発行されており，主に受入岡別の支出額などが載っている。
　13）JICA予算は国際協力事業団交付金似下、交付金），国際協力事業団出資金（以卜，出資金）
　　および通商産業省からの国際協力事業団受託費（以下，受託劉の3つから構成されている。
　ω　この白書は，総溝庁行政監察局がODAのうち無償資金協力と技術協力についての監察の調査
　　縞果を取りまとめたもので，ODAによって行われた事榮，プロジェクトの内容とそれに対する評
　　価がなされ，改善すぺき、煮についての勧告＝等が示されている。
　㈲　この白書は，JIcAが25周年を記念し，その事業および役割の変遷をまとめたものである。巻末
　　の「統計・資料編」において、ODAのGNPに対する比率の推移のグラフやODA中期目標の携移
　　の表などが示されている。
　16〕この白書はODA事業の現状を紹介するため，外務省経済協ノ凋により縄集されている年次報
　　告書である。ODAの量および質の拡充のため，どのような措置が双られ，また，適正かつ効果的
　　実施のために，どのような努力がなされたかを中心に書かれている。卜巻では，0DA支出全体に
　　ろいて述べられており，下巻では，受入国別に言己述されている・
　／？〕通貨危機などによるこの地域の低成長，あるいはマイナス成長は，海外からの短期資本流入の
　　不安定惟によるという見方が有カである。この地域の経済は，ODAを中心とする公的資金の流入
　　により高成長を開始し，ある程度高い所得レベルまで至■1達したのち，それ以上の成長を求めて氏
　　聞の短期資本流入に依存しすぎたため，バランスを崩してしまったとも考えられる。したがって，
　　適貨危機によって発雀したアジアの不況は，目本の援助の評価を低める理艶にならないと恩われ
　　る。
　⑧　社会開発協力費以下，保険医療協力事業費，人口・家族計画協カ毒業費，農林・水産業協カ事
　　業費，産業開発協カ事蒙費に関して，r国際協力事業団25年史』によれば，1996年度には茱そ狂ま
　　で5つ（社会開発，保険・医療宝人口・家族討画，農林水産業，産業開発）の分野別項目に分か
　　れていたプロジェクト方式技術協力予算を，ブロジェクト方式技術協力箏業費として一つの項目
　　に統含した。
　f9〕もちろん，資本と労働の両方に効く援助も存在するかもし牝ない獺しかし盟本稿では生産全体
　　に関わる技術進歩はないと仮定しているので，両方に影響をおよぼす援助は考慮しない。
　／l⑪ODAは購与と借款の2つが考えられるが，本稿では，贈字のみを対象とす乱小国閉鎖経済に
　　対する資卒援助を考えると，理論hは贈与と借款の2つが皿∫能だが，小国闘放経済に対する援助
　　としては，借款しかあり得ないむ詳細は丁出ase（1996a）と丁細se（1996b）を参照せよ。
　ω公開された内容をみると，いかに多くの省庁や政府系機関が贈与支出を担当しているかが分か
　　る。支出項目が複雑で分かりにくいぱかりでなく，各機関に重複していると恩われる項目も多数
　　みられる。例えば、総務庁の青隼国際交流や外務省の国際交流基金葡助金，文都省の留学生交流
　　の推進など，ほとんどの省庁が似通った目的の贈与を行っている。さらに，大蔵省による技術協
　　カ支出の内容は，財政金融に対する調査研究等となっているが，受入国のためになっているかど
　　うか疑間である鉋講実，0DA借款に関しては，国際協力銀行がほぼ全ての吏出を押当しているの
　　だから，0DA贈与に関しても萢JICAのみが担当する方が自然なように恩われる曲
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図1　0DA事業予算の推移
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図3　0DAに占めるJICAの贈与
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皿CAが行う贈与（交付金十受託賛十無償資金協力∬CA担当分）の成長率
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図6　J工CA予算の推移
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図アJICA予算の割合
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図9　皿CAの鱒与予算の割合の推移
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図11国際協力事業団交付金の割合
1銅51ヨ珊1胴㈱醐㎜O1軸11㎜㈹舳岨距㈱岨；H㎜棚1蜘1軸1
100，‘
????
酬
図12国際協カ事薬団出資金の内訳
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図13国際協力事業団出資金の割合
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図14国際協力事業団受託費の内訳
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図15国際協力事業団受託費の割合
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図16JICA予算項目の携移
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図17皿CA予算項目の割合の推移
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図一8∫工CA予算にみる贈与フローの目的別支出額
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図19JICA予算にみる贈与フローの目的別支出額の割合
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図21JICA予算にみる贈与ストックの目的別支出の割合
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